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 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ第一ﾕﾆｯﾄ長 西田 健一 

          （電話 ０９６－２７２－５５５８） 

 

特定子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 
 

 

当社は、2026 年 4 月 21 日開催の取締役会において、特定子会社である株式会社トリニティ（以下、

「トリニティ」）の保有株式の全てを譲渡することについて決議を行い、2026 年 5 月 26 日付けで株式会

社肥後銀行と株式譲渡契約を締結しました。 

この結果、トリニティは当社の特定子会社から異動しますので、下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

１． 株式譲渡の理由 

当社は、中期経営計画（2025-2027 年度）にて、資本効率を意識した持続的・安定的な利益創出を

目指し、半導体関連事業を成長事業、自動車関連事業を基盤事業と位置づけて活動しております。 

トリニティにおいては「その他」の事業となる、ポイント管理システム、顧客管理システムなどを主な事

業としており、今後の方向性について戦略的な検討を進めてまいりました。 

今般、事業領域において親和性が高い相手先に譲渡することが、トリニティの企業価値向上に最適で

あると判断し、譲渡先がトリニティを銀行業高度化会社（※）として関係当局の認可を取得することを前

提として、株式譲渡契約を締結しました。 

※銀行の利用者の利便の向上や持続可能な社会の構築に資する場合など、金融庁の認可を基に銀行

による 5%超の出資を例外的に認められた事業会社（銀行法第 16 条の 2 第 1 項第 15 号に規定さ

れた銀行の子会社） 

 

２． 異動する子会社の概要 

（１）名称 株式会社トリニティ 

（２）所在地 東京都千代田区富士見 2 丁目 10 番 2 号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 上野 健 

（４）事業内容 ポイント管理システム、顧客管理システム、ソリューション開発 

（５）資本金 380 百万円（2026 年 5 月 26 日現在） 

各 位 
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（６）設立年月日 1986 年 3 月 1 日 

（７）大株主及び持株比率 

  (2026 年５月 26 日現在) 

平田機工株式会社 １００% 

（８）上場会社と当該会社との

間の関係 

資本関係 当社は当該会社の議決権の 100%を保有しております。 

人的関係 当社の取締役 1 名が当該会社の取締役を、当社の取締役

1 名が当該会社の監査役を兼務しております。また、当社

の従業員 2 名が当該会社の取締役を兼務しております。 

取引関係 当社と当該会社との間には記載すべき取引関係はありま

せん。 

（９）当該会社の最近３年間の連

結経営成績及び連結財政状態 

守秘義務に基づき非開示としております。 

 

３． 株式譲渡の相手先の概要 

（１）名称 株式会社肥後銀行 

（２）所在地 熊本県熊本市中央区練兵町 1 番地 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役頭取 笠原 慶久 

（４）事業内容 銀行業 

（５）資本金 18,100 百万円（2026 年 5 月 26 日現在） 

（６）設立年月日 1925 年 7 月 25 日 

（７）純資産 373,730 百万円 

（８）総資産 7,232,899 百万円 

（９）大株主及び持株比率 

  (2026 年５月 26 日現在) 

九州フィナンシャルグループ 100% 

（10）上場会社と当該会社と

の間の関係 

資本関係 当社と当該会社との間には記載すべき資本関係はありま

せん。なお、当該会社の親会社である株式会社九州フィナ

ンシャルグループの株式を保有しております。 

人的関係 当社と当該会社との間には記載すべき人的関係はありま

せん。 

取引関係 当社は当該会社より借入れを行っております。 

 

４． 譲渡株式数並びに譲渡前後の所有株式数及び議決権所有割合 

（１）譲渡前の所有株式数 10,000 株 （議決権所有割合：100%） 

（２）譲渡株式数 10,000 株 

（３）譲渡価額 守秘義務に基づき非開示としておりますが、公正性・妥当性を確保す

るため、外部専門家の評価等を踏まえて決定しております。 

（４）譲渡後の所有株式数 0 株 
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５． 日程 

（１）譲渡契約締結日 2026 年 5 月 26 日 

（2）株式譲渡実行日 2026 年 9 月以降 （関係当局認可後） 

 

６． 今後の見通し 

本件株式譲渡に伴い、トリニティは当社の連結範囲から除外される予定ですが、2027 年 3 月期の当

社連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 

 


